
（1）有価証券の評価基準及び評価方法
　　　満期保有目的の債券並びに子会社株式及び関連会社株式以外の有価証券
　　　時価のあるもの・・・・期末日の市場価格等に基づく時価法によっている。
　　　時価のないもの・・・・原価法によっている。
（2）たな卸資産の評価基準及び評価方法
　　　たな卸資産の評価方法は個別法による原価法により評価している。
（3）固定資産の減価償却の方法
　　　リース資産
　　　　所有権移転外ファイナンス・リース資産は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
（4）引当金の計上基準
　　　役員退職慰労引当金は、役員報酬規程に基づき計算した期末要支給額を計上している。
（5）消費税等の会計処理
　　　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

22,224,615 694,490 0 22,919,105

332,355,000 401,955,000 212,355,000 521,955,000

354,579,615 402,649,490 212,355,000 544,874,105

当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に対応
する額）

22,919,105 (0) (22,919,105) ―
521,955,000 (200,000,000) (321,955,000) ―
544,874,105 (200,000,000) (344,874,105) ―

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

3,602,880 2,522,016 1,080,864

５．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高
補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

（単位：円）

交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照表上の
記載区分

　　　リース資産の内容は次のとおりである。
　　　　その他固定資産
　　　　　事務所におけるパソコン及びサーバーである。

投資有価証券は、債券及び株式であり、発行体の信用リスク、市場価格の変動リスクにさらされている。

　①理事会決議に基づく取引
　　金融商品の取引は、当法人の理事会決議に基づき行う。
　②信用リスクの管理
　　債券及び株式については、発行体の状況を定期的に把握し、理事会に報告する。
　③市場リスクの管理
　　債券については、関連する市場の動向を把握し、状況を理事会に報告する。

公益目的事業会計 法人会計 合計

△ 4,852,755 △ 4,852,755 △ 9,705,510

10,410,755 10,410,755 20,821,510

5,558,000 5,558,000 11,116,000

流動負債
令和元年度老人保健事
業推進費等補助金

厚生労働省 1,169,000 0

合計

８．基本財産評価損益等の内訳
基本財産評価損益等の内訳は、次のとおりである。

　　　　（単位：円）
科　目

投資有価証券売却損益

投資有価証券評価損益

（3）金融商品のリスクに係る管理体制

７．金融商品の状況
（1）金融商品に対する取組方針
当法人は、公益目的事業の財源の一部を運用益によって賄うため、債券及び株式により資産運用する。
（2）金融商品の内容及びそのリスク

（1）所有権移転外ファイナンス・リース取引

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。
（単位：円）

科　目

基本財産
  普通預金

６．リース取引関係

合　　計

４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）
科　目

リース資産

補助金の名称

0 1,169,000

0 ―
認知症に関する電話相
談窓口の継続支援

公益財団法人日本財団 0 5,060,000 5,060,000

法　人　名：公益財団法人　認知症予防財団

財務諸表に対する注記

１．重要な会計方針

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）
科　目

基本財産

  投資有価証券

  普通預金

  投資有価証券

合　　計

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳


